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  平成 30 年 11 月 21 日 

厚生労働大臣 根本 匠 様 

平成 31 年度保育関係予算・制度等に向けた要望 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 全国保育協議会 

会 長 万田  康 

公益社団法人 全国私立保育園連盟 

会 長 小林 公正 

社会福祉法人 日本保育協会 

理事長 大谷 泰夫 

我が国の少子高齢化と人口減少の進行は、これまでの推測を超える厳しい状況にあり、

その対策は、国や社会の存立基盤に大きな影響を及ぼす先送りのできない重要な課題と

なっています。 

このような状況を踏まえ、平成 27 年度からの「子ども・子育て支援新制度」施行によ

り、新たな保育の受け皿確保は急速な拡充が図られてきた一方で、人口減少地域での保

育の維持・確保も大きな課題であります。 

平成 31 年 10 月から予定されている幼児教育・保育の無償化は、保護者の負担軽減が

図られる一方で、潜在的な保育ニーズが拡大されることも予想されます。 

日本の将来を担うすべての子どもにとってよりよい成育環境の向上と、家庭や地域に

おける子育て支援の推進を目的に、「すべての子ども・子育て家庭を対象に、幼児期の学

校教育・保育、地域の子ども・子育て支援の質・量の拡充を図る」とする法の趣旨を踏ま

え、「量的拡充」と「質の向上」を両輪として取り組みを進めることが必要です。 

その実現のためには、現場の担い手である保育士等の確保や保育の質の確保、ならび

に機能の向上について、その本質を捉えた更なる議論と早急な対策が必要であり、「子育

て安心プラン」等に基づいた安定的な財源の確保とともに、より一層の子ども・子育て

施策の推進を求め、以下について要望します。 

1. 保育の質・機能の向上のために

制度制定時に確認された「量的拡充」・「質の向上」を実現するため、子ども・子育て会議で

の共通理解でもある、我が国の子ども・子育て支援の安定的定着のために、消費税以外の 0.3

兆円超を含む総額 1 兆円超の財源を早期にかつ恒久的に確保することを要望します。 

「質の向上」については、保育現場の喫緊の課題である『人材確保』のため、職員給与の改

善が進められていますが、いまだ保育士と全職種の平均賃金に大きな差があります。保育士等

の働きがいにつなげるためにも更なる改善を図ることを求めます。併せて、公定価格全体の算

定には、基本単価の引き上げとともに積み上げ方式を堅持することを要望します。 
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また、次の項目に取り組むことを要望します。 

 

〇 保育標準時間認定に対応した常勤（正規）職員配置の改善 

〇 1 歳児の職員配置を改善（6：1→5：1） 

〇 4・5 歳児の職員配置を改善（30：1→25：1） 

〇 主に子育て支援を担う主任保育士等の専任化と常勤事務職員の配置 

〇 チーム保育推進加算について、職員の平均勤続年数の要件の緩和・撤廃 

〇 保育士等 1 人当たり年間 5 日の研修機会を確保するための代替職員の配置 

〇 アレルギー児への対応や食育の推進の観点から栄養士や調理員の配置の充実 
 

※ 保育士等キャリアアップ研修の実施にあたっては、研修の受講状況等を十分勘案し、す

べての保育士等が無理なく受講でき、保育の質の向上が確実に進むような配慮が必要です。

地域の実情に応じて柔軟に研修を実施できるよう、具体的に検討してください。 
 

2. 幼児教育・保育の無償化について 

  幼児教育・保育の無償化など、子育て家庭の負担等の一層の軽減を要望します。支給認定の

満 3 歳児の扱いについて、認定間の整合性をとる必要があります。 

また、無償化にともない、給食費の自己負担への影響を考慮するとともに、自治体による独

自の保育・子育て関係予算が削減されることのないよう、さらなる地域子育て支援の充実に向

けた働きかけが必要です。 
 

3. 子ども・子育て支援新制度の見直しに向けた対応について 

  制度施行時に定められた特例制度（経過措置）や、新制度施行 5 年後の各種見直しにあたっ

ては、保育団体の意見などを十分に反映していただくことを要望します。 
 

4.「保育所等整備交付金」等の拡充・推進について 

  子育て安心プラン等に基づく保育の供給体制整備のため、引き続き、「保育所等整備交付金」

の補助単価を、資材費や労務費等の動向を踏まえて改善することを要望します。 
 

5. 企業主導型保育事業に対する自治体の関与について 

  企業主導による保育事業については、保育の質の向上や需給調整の観点から、自治体（市町

村等）の関与の仕組みを導入することや待機児童の解消策に特化することが必要です。 
 

6. 社会福祉施設職員等退職手当共済制度の堅持について 

  平成 32 年度までに検討し結論を得るとされている本制度について、保育士等の人材確保対

策に非常に重要な仕組みであることに鑑み、処遇改善を充実させて人材確保を確実にすると

いう政府施策の方向性と一致するよう、公費助成に関して今後も維持・継続することを要望し

ます。 
 

 


